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 はじめに 
 

 本稿は2016年７月26日に閣議報告された「平成28年度普通交付税大綱」と関連する資料

をもとに、普通交付税の算定結果を検証するものである。 

 今年度は昨年度に引き続き、いわゆる地方創生関連の算定が行われたのに加え、新たに

自治体の23業務の民間委託等の状況を反映するトップランナー方式が採用されたこと、お

よび地方財政計画に計上された重点課題対応分が基準財政需要額に加わったことなどが注

目点である。 

 また、人口などの主要な測定単位が、2015年国勢調査結果に置き換えられたことも、算

定に少なからず影響を与えている。 

 本文では、今年度の主な算定の要点を述べた上で、普通交付税の算定結果の解説および

単位費用などの算定内容の検証を行い、本年度の結果からみえる交付税算定の特徴や動向

を明らかにする。 

 

 

 1. 2016年度算定の特徴 
 

 地方財政計画（以下「地財計画」と呼ぶ）では、一般財源総額がほぼ前年度並みで確保

され、大きな変化はなかったが、普通交付税算定（以下「交付税算定」と呼ぶ）では、

トップランナー方式の導入や重点課題対応分の経費算入などが行われた。 
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(１) トップランナー方式の導入(１)（巻末＜資料１＞参照） 

   トップランナー方式（以下「ト」方式と呼ぶ）とは、総務省の「地方行政サービス

改革の取組状況等に関する調査」（2016年３月25日公表）の対象となった自治体業務

のうち、交付税算定の対象となっている23業務について、民間委託や指定管理者制度

の導入など（以下「民間委託等」と呼ぶ）による経費効率化が進んだ状況を踏まえて、

これを交付税の基準財政需要額（以下「需要額」と呼ぶ）の単位費用に反映させるも

のである。 

   2016年度は学校用務員、庁舎清掃など、すでに多くの自治体で民間委託等が進んで

いる16業務(２)を対象に、おおむね３～５年間をかけて段階的に算定する。 

   具体的には、単位費用の算定基礎となる標準団体（道府県分では人口170万人、市

町村分では10万人などの標準的な自治体規模）の事業費に計上される人件費のうち、

当該業務の経費を委託費へ移行した上で引き下げる。これにより、事業費の単位あた

りの一般財源所要額である単位費用が引き下げられる。 

   ただし、すべての業務が単位費用引き下げの対象となるのではなく、公共施設管理、

一般ごみ収集、学校給食など、道府県分で２業務、市町村分で４業務については据え

置かれている。このうち一般ごみ収集や学校給食はすでに2004年度以降に見直しが行

われてきたことが理由であるが、その他の項目については明らかではない。 

   また、単位費用の変動は、さまざまな算定基礎の見直しによる影響を受けるため、

必ずしも「ト」方式だけで決まるものではなく、あくまで減額の一部を構成するに過

ぎない。 

   なお、人口規模の小さい自治体において民間委託等が困難な状況を踏まえ、９業務

（＜資料１＞によれば、市町村分の「その他の教育費」、「徴税費」、「戸籍住民基

本台帳費」、「包括算定経費」とされている）については段階補正の割り増しが講じ

られた。総務省の解説(３)によれば、３万人以下の市町村では需要額の減少をゼロとす

るように算定し、３万人から10万人までは人口の多寡に応じて傾斜的に減少を緩和す

るとしている。 

                                                                                 

(１) トップランナー方式の導入の経過や算定内容の詳しい分析については、拙稿「地方交付税算

定におけるトップランナー方式の概要と課題」『自治総研』2016年10月号を参照されたい 

(２) 2016年度の対象業務の多くは、民間委託等の実施率が70～100％のものが多く、自治体の取

り組み実態を単位費用に反映させたとみることができるが、学校用務員については35％であり、

トップランナーの見直し基準には不透明さが残る 

(３) 大沢博「平成28年地方交付税法の改正について」『地方財政』2016年５月号、70ページ 
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(２) 重点課題対応分 

   重点課題対応分は、地財計画の一般行政経費の単独事業として、新たに2,500億円

を計上したもので、「特に喫緊の課題として全国に共通して推進することが必要な事

業｣(４)であることがその理由である。内訳は①自治体情報システム構造改革推進事業

1,500億円②高齢者の生活支援等の地域の暮らしを支える仕組みづくりの推進500億円

③森林吸収源対策等の推進500億円である。 

   交付税算定では図表１のような内容となっている。 

   事業別にみると①が1,381億円②が401億円③が367億円となっており、市町村分の

算定に重点が置かれている。地財計画との金額の差は、交付団体分の金額表示である

こと、および一部が特別交付税に算入されることによる。 

   市町村分は②と③について密度補正の新設、充実が講じられている。 

   詳細は後述するが、地財計画の計上額が小さく、かつ、算入項目が分散するため、

単位費用の引き上げ効果は限定的である。 

 

図表１ 重点課題対応分の算定状況 

単位：億円 
  ① 自治体情報シ

ステム構造改革

推進事業 

② 高齢者の生活

支援等の地域の

暮らしを支える

仕組みづくりの

推進 

③ 森林吸収源対

策等の推進 

合 計 

地財計画の計上額 1,500 500 500 2,500 

交付税算定額 

道府県分 339 155 494 

市町村分 1,042 401 212 1,655 

計 1,381 401 367 2,149 

算定項目 

道府県分 包括算定経費 林野行政費 
 

市町村分

消防費、戸籍住民

基本台帳費、包括

算定経費 

地域振興費 林野水産行政費 

市町村分の補正の充実 密度補正の新設 
既存の密度補正の

充実 

(資料) 総務省「平成28年度 普通交付税算定結果」および地方財務協会『地方財政』2016年９月

号より作成 

  

                                                                                 

(４) 進龍太郎「平成28年度普通交付税の算定方法の改定について（基準財政需要額）」『地方財

政』2016年９月号、147ページ 
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(３) 国勢調査人口の置き換え 

   今年度は測定単位の人口が2015年国勢調査結果の速報値に置き換えられ、５年ぶり

に需要額の大きな変動要因となった。 

   人口を測定単位とする項目が需要額の総額に占める割合は、道府県分で３割弱、市

町村分で６割程度あることから、とくに市町村分の影響が大きい。とりわけ人口減少

が著しい自治体では一定の需要額の減少は不可避なものと推察される。 

   ただし、＜資料２＞に示されるように国調人口置き換えにともなう激変緩和措置と

して、道府県分、市町村分とも補正対象となる人口減少率の基準を緩和している。具

体的には、地域振興費の人口急減補正対象となる人口減少率を、道府県分では▲

1.4％未満、市町村分では▲1.9％未満として適用範囲を拡大した。 

   また、必ずしも人口急減対策ということではないが、地域振興費をはじめ、いくつ

かの項目で段階補正の引き上げが講じられており、激変緩和効果をもたらしている。 

 

(４) 地域経済・雇用対策費の削減 

   リーマンショック後の地財対策として、現在、地財計画において臨時項目として地

域経済基盤強化・雇用等対策費が計上され、これを受けて交付税算定においても地域

経済・雇用対策費が算定されている。 

   この項目は政府の方針としてリーマンショック後の危機モードから平時モードへの

回帰という路線に沿って、2014年度以降段階的に削減されており、2016年度の地財計

画では前年度の8,450億円から4,450億円へと削減された。 

   交付税算定では交付団体ベースで地域経済・雇用対策費2,299億円、個別項目の単

位費用に地域活性化等に関する経費として2,150億円が算入されている。 

   いずれも前年度よりおおむね半減しており、とくに後者については特定項目の単位

費用の減少に影響している。 

 

(５) 基準財政収入額の徴収率の見直し 

   基準財政収入額（以下「収入額」と呼ぶ）は、過去の税収実績などをもとに見込額

を算定するが、その際、税目ごとに標準的な徴収率を乗じる。 

   2016年度以降、この徴収率について上位３分の１の自治体の実績値（過去５年間平

均）をもとに、５年間で段階的に収入額の徴収率を見直す。算定上、収入額における

徴収率にもとづき各自治体の財源不足額を算定するため、これを下回る自治体は、相
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当額の一般財源を喪失することになる。 

   徴税努力を促す算定の見直しの一環であるが、そもそも交付税算定は留保財源の存

在により徴税努力を促す機能を有しており、収入額の徴収率の見直しの必要性は疑問

である。 

   また、上位３分の１という合理的な根拠も不明である。 

 

(６) その他 

  ◆ 合併算定替え終了対策 

    「市町村合併による行政区域の広域化を反映した算定」は、合併算定替えの段階

的な終了を迎えるなかで、支所運営、消防、高齢者福祉など合併後もなお、効率化

が困難な経費を勘案して、標準団体の面積を見直した上で追加的な需要を算定する

ものである。旧市町村ごとに算定した額を一本算定（合併後の自治体として本来算

定する額）に合算し、これが合併算定替えを上回った場合に広域化算定の結果に切

り替える。 

    2014年度以降、段階的に対象項目を拡大しており、５年間で総額6,700億円程度

の算定が予定されている。 

    2016年度は新たに保健衛生費、社会福祉費、高齢者保健福祉費について見直しを

行っている。2014年度以降の３年間の見直し状況は図表２のとおりである。 

    合併自治体をめぐる当該算定については、拙稿（「自治総研」2016年１月号など）

で何度か指摘しているように、合併による行政財政の効率化の限界を国が認めたと

いえる。 

    それにもかかわらず、依然として連携中枢拠点都市構想などの広域連携に対して

交付税措置が講じられる状況は算定の狙いが矛盾している。 

    なお、旧市町村単位の交付税算定が今後残り続けるならば、財源保障の単位とは

何かを改めて問い直すべきである。 
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図表２ 市町村合併による行政区域の広域化を反映した算定 

 

見 直 し 

開始年度 
対象項目 見直し内容 

2016年度算定額 

（億円） 

最終的な見直し 

総額（億円） 

2014 地域振興費 支所経費の充実 3,413 3,413 

2015 

消防費 

標準団体出張所数の見直し 

629 920 
旧市町村単位に消防署・出張

所に要する経費の加算 

密度補正の充実 

清掃費 
標準団体経費の見直し 

110 165 
密度補正の充実 

地域振興費 
離島等の経費割り増し（消

防、清掃分） 
15 20 

2016 

保健衛生費 標準団体の面積見直し 

旧市町村における保健福祉セ

ンター運営費等の住民サービ

ス経費加算 

251 750 

社会福祉費 34 110 

高齢者保健福祉費 26 60 

その他の教育費 標準団体の面積および経費見

直し 

公民館・徴税に要する経費の

密度補正充実 

35 125 

徴税費 45 135 

地域振興費 
離島等の経費割り増し（保健

福祉等分） 
5 15 

(資料) 前掲「地方財政」2016年５月号より作成 

 

 

  ◆ まち・ひと・しごと創生事業費 

    2015年度地財計画の一般行政経費に計上されたまち・ひと・しごと創生事業費

（１兆円）は、2016年度も引き続き同額となっており、交付税算定では「地域の元

気創造事業費」（4,000億円程度、うち100億円は特別交付税）「人口減少等特別対

策事業費」（6,000億円）によって算定されている。 

    このうち地域の元気創造事業費では、いわゆる行革算定の一つに職員数削減率に

もとづく係数の算出があり、2015年度は地方公共団体定員管理調査の職員数がすべ

て対象となっていたが、2016年度は地方公営企業の料金収入でまかなう職員や公立

病院の看護職員の充実などの状況を踏まえ、病院、水道、交通の職員数は算定から

除外されている。 

    人口減少等特別対策事業費については見直しはなく、取組の必要性として5,000

億円、取組の成果として1,000億円を算定するウエイトについても変化はない。 



 

－ 7 － 

●－自治総研通巻459号 2017年１月号－● 

  ◆ 東日本大震災算定対応 

    東日本大震災の被災地域では、今回の国勢調査結果により人口ゼロあるいは著し

い人口減少となる自治体が生じ、交付税算定が事実上困難な事態となる。 

    そのため地方交付税法の附則等にもとづく特例を設けて、人口の見なし算定を行

う。 

    具体的には避難指示区域や緊急時避難準備区域に指定された原発被災自治体、特

定被災自治体のうち津波被災の対象となる自治体、および福島県について、2010年

度国勢調査に住民基本台帳の人口減少率（2015年度と2010年度の比較）を乗じたも

のを用いる(５)。さらに減少率は10％を下限として、住基台帳ベースでの極端な人

口減少の影響を緩和する。 

  ◆ 特別交付税 

    地方交付税総額の６％は特定の財政需要に対する特別交付税の財源となっている

が、地方交付税法改正により2011年度から段階的に４％に引き下げることが予定さ

れていた。しかし、直後に起きた東日本大震災により３年間延期され、2013年度に

さらに２年間延期された。 

    結局、災害が多発する状況や地域公共交通の維持確保などの需要が高まっている

状況を鑑み、再度、法改正により、従来の６％を維持することとなった。 

    次章では交付税算定結果の概況について解説する。 

 

 

 2. 普通交付税算定結果の概況 
 

(１) 地方財政計画の概要 

   今年度の地方交付税算定の大枠となる地財計画の概要を振り返っておこう。 

   地財計画総額は85.8兆円（前年度比 0.6％増 以下カッコ内は伸び率）、一般歳

出69.9兆円（0.9％）、地方交付税総額は16.7兆円（▲0.3％ ▲はマイナス）で、地

方税見込額が38.7兆円（3.2％）と大幅に伸びたことから財源不足が縮小したため、

臨時財政対策債（以下「臨財債」と呼ぶ）の縮小を優先させ、地方交付税総額は微減

                                                                                 

(５) この、見なし人口の算定は、いわゆる三宅島方式と呼ばれるものである。2000年の噴火によ

り全島民避難を余儀なくされた村は、同年の国勢調査が行えず、翌年の交付税算定では1995年

の国勢調査人口に住基台帳人口の減少率をかけて、測定単位とした 
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にとどまった。 

   交付税を含む一般財源総額は61.7兆円（0.2％）、財源超過団体分を除いた場合で

も60.2兆円（0.1％）と、2015年度の骨太方針で明記された「2018年度まで2015年度

水準を下回らないように保障する」という方針が反映された。 

   地財計画の歳出の状況をみると、給与関係経費20.3兆円（前年度並み）、一般行政

経費が35.8兆円（2.1％）、投資的経費が11.2兆円（1.9％）、公債費が12.8兆円（▲

1.1％）と、社会保障経費の増加などにともなう一般行政経費の増加や公共施設の老

朽化対策等の経費拡充にともなう投資的経費の増加がみられる。 

   ただし、一般行政経費の伸びは生活保護費や児童福祉費関連などの国庫補助負担事

業の増加と、同経費の別枠として新設された「重点課題対応分」2,500億円が主な要

因であり、従来の単独事業分は微増にとどまっている。 

   一方、先述のようにリーマンショック後の地財対策を引き継ぐ「地域経済基盤強

化・雇用等対策費」は4,450億円（▲47.3％）と大幅に縮小した。 

   歳出項目の構成を見直しつつ、一般財源総額をほぼ前年度並みとするなかで、交付

税算定にどのような見直しが行われたのか。また、地方税の大幅増、財源不足の大幅

縮小が交付税算定にどのような影響を与えたのかが今年度の注目点である。 

 

(２) 普通交付税算定結果の概況 

   巻末の＜資料３＞は普通交付税（以下「交付税」と呼ぶ）の算定結果（財源不足団

体）の概要である。 

   交付税総額は15.7兆円（▲0.0％）、うち道府県分8.6兆円（2.3％）、市町村分7.1

兆円（▲3.3％）となった。市町村分は収入額が2.3％と比較的高く伸びたことにより

前年度減となった。 

   市町村の不交付団体は76団体と前年度比で17団体増となり、東京都を含めて地方全

体で77団体と、直近では2000年代初頭の水準である。要因は市町村の臨財債控除後の

需要額に対して、収入額の伸びが高かったことにある。 

   需要額の伸びは臨財債控除前では道府県分が▲0.6％、市町村分が▲1.1％といずれ

も前年度比マイナスとなっている。両者が前年度比マイナスとなったのは2007年度以

来のことである。 

   需要額の主な内訳をみると７割以上を占める個別算定経費が道府県、市町村とも微

増となるものの、包括算定経費や一連の歳出特別枠等（地域経済・雇用対策費、地域
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の元気創造事業費、人口減少等特別対策事業費）は軒並み減、公債費は増となり、公

債費を除いて全体的に抑制基調となっている。 

   主な増加要因は需要額については道府県、市町村とも重点課題対応分の創設、社会

保障関係費の増加、公債費に算入される臨財債償還費である。 

   減少要因は地域経済・雇用対策費である。 

   一方、収入額の増加要因は道府県分では企業収益増や地方法人特別譲与税の一部復

元による法人事業税、地方消費税増税の平年度化、株価上昇にともなう配当割や株式

等譲渡所得割。市町村分は地方消費税交付金などの税交付金のほか、企業の設備投資

や住宅投資等により固定資産税が伸びている。 

   減少要因は道府県、市町村共通で法人課税実効税率引き下げによる法人住民税法人

税割である。 

   図表３は2010年度以降の臨時項目（地域経済・雇用対策費や人口減少等特別対策事

業費等）を除く、需要額の主要な経費区分と収入額の伸び率を整理したものである。

なお、各年度の伸び率は当該年度の財源不足団体について前年度と比較したものであ

る。 

   臨財債控除前の需要額が道府県、市町村ともに減少したのは2010年度以降では、

2016年度が初めてである。 

 

図表３ 基準財政需要額・収入額の推移（各年度の財源不足団体数を基準に前年度からの

伸び率を表したもの） 

（％）  
  2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

道
府
県
分

市
町
村
分

道
府
県
分

市
町
村
分

道
府
県
分

市
町
村
分

道
府
県
分

市
町
村
分

道
府
県
分

市
町
村
分

道
府
県
分

市
町
村
分

道
府
県
分

市
町
村
分

基 

準 

財 

政 

需 

要 

額 

Ａ：個別算定経費 

  （Ｃおよび臨時項

目を除く） 

4.8 4.2 ▲0.8 0.4 1.1 0.5 ▲2.0 0.4 1.1 ▲0.8 1.0 ▲0.2 0.1 0.1 

Ｂ：包括算定経費 7.2 3.6 0.5 ▲0.2 ▲0.4 ▲1.7 ▲1.8 ▲2.9 ▲5.5 ▲5.6 5.2 0.7 ▲8.6 ▲5.1 

Ｃ：公債費等 1.3 3.1 2.1 3.2 2.7 1.6 4.6 3.1 5.1 5.0 3.9 ▲2.8 2.0 0.1 

Ｄ：臨財債振替相当額 53.9 60.9 ▲19.4 ▲16.0 0.2 3.1 2.4 3.9 ▲11.4 ▲7.6 ▲24.0 ▲11.3 ▲16.3 ▲16.3 

合計（臨財債控除前） 4.3 3.8 ▲0.5 0.3 1.2 0.3 ▲0.3 0.7 0.5 ▲0.5 2.2 1.1 ▲0.6 ▲1.1 

合計（臨財債控除後） ▲4.1 ▲0.7 4.6 2.4 1.4 ▲0.0 ▲0.8 0.4 3.0 0.3 7.0 2.4 1.4 0.4 

基準財政収入額 ▲11.7 ▲6.5 6.5 1.6 0.0 0.8 1.5 1.5 5.4 1.9 13.5 4.0 0.8 2.3 

(資料) 同上各年度９月号より作成  
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   2016年度の個別算定経費はいずれも0.1％の微増であるが、他の年度に比べて伸び

率は低い。一方、需要額総額の７％弱を占める包括算定経費は、とくに道府県分にお

いて他年度に比べて最も減少率が高くなっており、市町村分も2014年度に次ぐ高さで

ある。 

   収入額についてはリーマンショック後の減少や2014年度の消費増税の影響などを受

けて変動幅に差がみられるが、そうしたなかでは今年度は市町村分の伸びが高い点が

特徴である。 

 

(３) 主要項目別の需要額の状況 

   需要額の算定状況を主要項目別でみたものが図表４－１・２である。道府県分につ

いては東京都を除いた結果。市町村については交付・不交付団体を合わせた総額で表

している（したがって、交付団体のみの＜資料３＞とは数値が異なる）。 

   道府県分についてみると、需要額では教育費、厚生労働費が大きく、次いで公債費

の順となっている。 

 

図表４－１ 主要項目別需要額の状況（道府県分・東京都除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 総務省「地方交付税等関係計数資料」より作成  
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図表４－２ 主要項目別需要額の状況（市町村分・総額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成 

 

   増減額でみると厚生労働費、総務費、公債費が増加しているが、他の項目は減少し

ており、とりわけ歳出特別枠等および包括算定経費の減少が顕著である。 

   増加項目のうち厚生労働費については社会福祉費や高齢者保健福祉費など、総務費

については地域振興費が寄与している。 

   一方、減少項目のうち歳出特別枠等では地域経済・雇用対策費の削減が影響してい

る。 

   包括算定経費（測定単位人口）は、単位費用の基準となる標準団体における職員配

置を大幅に削減したことが原因とみられる。 

   次に市町村分では厚生費が需要額の多くを占めており、次いで公債費、包括算定経

費の順となっている。 

   増減額でみると厚生費、総務費、公債費が増加しているが、他の項目は減少してお

り、道府県分と同様の傾向がみられる。 

   図表５－１・２は主な公債費内訳の推移である。 

   道府県分、市町村分とも公債費算入額は年々増加しているが、その内訳をみると、

臨財債元利償還の算入額が主な要因であることがわかる。  
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図表５－１ 主な需要額公債費の推移（道府県分・東京都除く） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成 

 

   公債費総額に占める臨財債償還費の割合は上昇傾向にあり、直近では道府県分で約

50％、市町村分で約45％と約半分を占めている。 

   また、臨財債振替前の需要額に占める同償還費の割合も2016年度現在で道府県分が

7.6％、市町村分が5.7％で年々上昇傾向にある。 

   公債費の増加により需要額が増加して交付税が増えたとしても、それは実質的に使

途の決まった財源であり、一般財源としての財源保障枠を拡充したとはいえない。し

たがって、臨財債の公債費算入の増加が需要額を増大させ、交付税配分に寄与したと

しても、それは実質的には交付税が充実したとはいえない。 

   公債費が需要額の数少ない増加項目となっている現状は、実質的な財源保障は縮小

しているとみなすことができる。 
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図表５－２ 主な需要額公債費の推移（市町村分・総額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成 

 

(４) 歳出特別枠等の状況 

   地域経済・雇用対策費、地域の元気創造事業費、人口減少等特別対策事業費の３項

目は、地方交付税法の附則に規定された包括的な臨時項目であることから、本稿では

「歳出特別枠等」と呼ぶ。 

   これらの需要額（公債費を除く個別算定経費の合計）に占める割合を市町村分につ

いて規模別にみたのが図表６である。 

   補正係数に段階補正が用いられていることから、人口が比較的小さい都市や町村な

どにおいて係数が大きくなる結果、需要額に占める割合は高くなっているが、2016年

度は前年度に比べ構成比は減少している。 
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図表６ 歳出特別枠等の個別算定経費に占める割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成 

 

   とりわけ町村は2015年度が9.9％まで上昇したが、2016年度は8.6％と最も減少幅が

大きく、歳出特別枠等の見直しの影響を最も受けている。 

 

(５) 臨財債の算定状況 

   各自治体の臨財債発行可能額は、客観的な計算式により算定し、同時に算定する需

要額の総額から控除する。 

   現在は財源不足額基礎方式により、財源不足額（需要額と収入額の差額）と財政力

に応じて発行可能額を決定する。 

   図表７は2015年度と2016年度の交付税交付額から臨財債に振り替える割合を「振替

率」として試算したものである。 

   全体として財政力が低い場合に振替率は小さくなり、交付税で交付される割合が高

くなる算定結果となる。 

   2016年度は財政力の低い自治体の振替率がさらに低下する一方、比較的財政力が高 
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図表７ 財政力段階別の臨財債振替率（交付税控除率）の試算 

 
 2015 2016 

財政力指数平均値 政令市 
中核市・施

行時特例市 

その他 

市町村 
政令市

中核市・施

行時特例市 

その他 

市町村 

0.1未満 14.6％ 5.2％ 4.4％ 13.6％ 4.0％ 3.9％ 

0.1～0.2未満 16.1％ 6.2％ 5.4％ 15.3％ 5.1％ 4.7％ 

0.2～0.3未満 17.8％ 7.7％ 6.8％ 17.2％ 6.8％ 6.2％ 

0.3～0.4未満 20.3％ 9.9％ 8.8％ 20.0％ 9.2％ 8.2％ 

0.4～0.5未満 23.7％ 13.0％ 12.0％ 23.9％ 12.8％ 11.4％ 

0.5～0.6未満 30.1％ 18.3％ 17.1％ 31.0％ 18.7％ 16.6％ 

0.6～0.7未満 39.0％ 25.9％ 24.5％ 41.1％ 27.3％ 24.1％ 

0.7～0.8未満 51.4％ 37.8％ 35.0％ 55.1％ 40.7％ 36.0％ 

0.8～0.9未満 67.1％ 54.3％ 51.0％ 72.8％ 59.4％ 54.0％ 

0.9～1.0未満 

（政令市は0.9以上)
83.7％ 70.9％ 67.0％ 91.5％ 78.0％ 72.0％ 

1.0以上  87.5％ 83.1％ 96.7％ 90.2％ 

＊ 振替率の上限値は85％。網掛けは振替率が2015年度を上回る財政力指数の段階 

(資料) 2015、2016年度普通交付税の算出資料より試算 
 

 

  い自治体では上昇している。いわば財政力の高い都市部では臨財債による交付税の立

て替え払いが多くなっている。その結果として財政力の低い自治体に交付税が配分さ

れることになり、臨財債の振り替えを通じた交付税配分における財政調整機能が高

まったということができる。 

 

(６) 交付税の配分状況 

   図表８－１・２は2010年度以降の交付税（臨財債振替分含む実質額）の圏域別の配

分状況である。 

   配分比率は都市部の財源不足の縮小、これにともなう市町村の不交付団体の増加な

どを背景に、三大都市圏の配分比率が減少傾向にあり、2016年度もその延長上にある。 

   2016年度の配分比率の結果は、道府県分では三大都市圏が24.9％（前年度25.1％）

と微減となり、地方圏の配分比率は75.1％（前年度74.9％）。市町村分についても三

大都市圏が24.2％（前年度24.9％）、地方圏で75.8％（前年度75.1％）となった。 
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図表８－１ 普通交付税の配分状況（道府県分・臨財債振替分含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 前掲「計数資料」より作成 

 

図表８－２ 普通交付税の配分状況（市町村分・臨財債振替分含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注) 四捨五入の都合で合計が100％にならない場合がある 

(資料) 同上より作成 

  



 

－ 17 － 

●－自治総研通巻459号 2017年１月号－● 

 

 3. 算定内容の分析 
 

 次に需要額の算定内容の特徴をみていこう。 

 

(１) 単位費用 

  ◆ 概 況 

    図表９は公債費を除く2016年度の単位費用の状況を2015年度と比較したものである。 

    前年度比で単位費用が下回った項目数は道府県分では37項目中19項目（2015年度

は22項目）、市町村分では41項目中18項目（2015年度は21項目）で、2015年度に比

べ少なくなっている。 

    単位費用のうち給与費分の伸び率についてみると、道府県分では教育費関係、市

町村分では教育費、産業経済費、総務費関係で前年度比マイナスとなる項目が目立

つ。なかでも教育費関係は、毎年度の学校基本調査にもとづく児童・生徒数などの

減少により、削減傾向がみられる項目が多い。 

    前年度比マイナスとなっている要因は「ト」方式の適用、標準団体の職員数の削

減、その他経費の見直しなどによる。 

    表中では「ト」方式が適用された項目の単位費用およびこれに含まれる給与費の

伸び率に網掛けをしている。 

    「ト」方式が適用された項目のうち、道府県分では高等学校費（生徒数）、市町

村分では公園費（人口）、小学校費（児童数・学校数）、中学校費（生徒数・学校

数）、高等学校費（生徒数）、清掃費（人口）について大幅な給与費の減少率がみ

られるが、これは単位費用の経費項目の扱いを給与費から委託料へ振り替えたこと

によるものであり、相当額が削減されたわけではない。 

    また「ト」方式が適用された項目の単位費用の伸び率をみると、必ずしもすべて

の項目で減少しているわけではなく、また、減少率も項目により異なっており、

「ト」方式の適用が単純に単位費用の減少の要因となっているわけではない。 

    とりわけ、道府県分のその他の土木費（人口）、その他の教育費（人口）、市町

村分の公園費（人口）、小学校費（児童数）、中学校費（生徒数）、清掃費（人口）

については給与費削減自体を見送っていることから、単位費用の増減は「ト」方式

とは無関係である。  
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図表９ 単位費用の状況（公債費を除く） 

 
(道府県分）  単位費用（円）  (市町村分） 単位費用（円）  

費  目 測定単位 2015 2016 
単位費用 

伸 び 率 

単位費用中

給 与 費 の

伸 び 率

費  目 測定単位 2015 2016 
単位費用 

伸 び 率 

単位費用中

給 与 費 の 

伸 び 率 

警  察  費 警察職員数 8,482,000 8,403,000 ▲0.9％ ▲0.8％ 消  防  費 人口 11,300 11,300 0.0％ ▲0.9％ 

土 
 

木 
 

費 

道路橋りょう費 
道路の面積 151,000 146,000 ▲3.3％ ▲2.4％

土 
 
 

木 
 

 

費 

道路橋りょう費
道路の面積 76,600 75,200 ▲1.8％ ▲0.6％ 

道路の延長 1,931,000 1,972,000 2.1％ 道路の延長 190,000 193,000 1.6％  

河川費 河川の延長 168,000 175,000 4.2％ 0.9％

港湾費（港湾）

係留施設の

延長 
26,500 26,600 0.4％ 0.3％ 

港湾費（港湾） 

係留施設の

延長 
27,800 28,100 1.1％ 1.1％

外郭施設の

延長 
6,210 6,300 1.4％  

外郭施設の

延長 
6,210 6,300 1.4％ 

港湾費（漁港）

係留施設の

延長 
10,900 10,700 ▲1.8％ ▲0.6％ 

港湾費（漁港） 

係留施設の

延長 
10,800 10,700 ▲0.9％ 0.9％

外郭施設の

延長 
4,380 4,400 0.5％  

外郭施設の

延長 
6,000 6,040 0.7％ 都市計画費 

計画区域

人口 
942 957 1.6％ ▲0.5％ 

その他の土木費 人口 1,430 1,420 ▲0.7％ 0.5％

公園費 

人口 533 531 ▲0.4％ ▲17.0％ 

教 
 

育 
 

費 

小学校費 教職員数 6,223,000 6,210,000 ▲0.2％ 0.1％
都市公園の

面積 
36,300 36,300 0.0％  

中学校費 教職員数 6,265,000 6,253,000 ▲0.2％ ▲0.1％ 下水道費 人口 94 94 0.0％  

高等学校費 
教職員数 6,665,000 6,599,000 ▲1.0％ ▲0.8％ その他の土木費 人口 1,720 1,680 ▲2.3％ ▲0.6％ 

生徒数 58,900 56,600 ▲3.9％ ▲34.6％

教 
 

育 
 

費 

小学校費 

児童数 43,900 43,100 ▲1.8％ ▲100.0％ 

特別支援学校費 
教職員数 6,118,000 6,102,000 ▲0.3％ ▲0.3％ 学級数 820,000 828,000 1.0％ ▲0.6％ 

学級数 2,098,000 2,074,000 ▲1.1％ ▲11.1％ 学校数 9,228,000 9,181,000 ▲0.5％ ▲50.1％ 

その他の教育費 

人口 1,930 2,110 9.3％ ▲0.9％

中学校費 

生徒数 41,300 40,400 ▲2.2％ ▲100.0％ 

公立大学等

学生数 
214,000 212,000 ▲0.9％ ▲1.0％ 学級数 1,008,000 1,010,000 0.2％ ▲0.6％ 

私立学校等

生徒数 
279,500 282,700 1.1％ 学校数 9,126,000 8,778,000 ▲3.8％ ▲58.4％ 

厚
生
労
働
費 

生活保護費 町村部人口 9,250 9,310 0.6％ ▲2.1％
高等学校費 

教職員数 6,780,000 6,668,000 ▲1.7％ ▲1.2％ 

社会福祉費 人口 13,500 14,100 4.4％ 2.8％ 生徒数 73,100 70,300 ▲3.8％ ▲35.5％ 

衛生費 人口 14,900 14,800 ▲0.7％ 0.1％

その他の教育費

人口 5,060 5,090 0.6％ ▲2.1％ 

高齢者保健福祉費 

65歳以上 

人口 
53,100 53,500 0.8％ 0.9％ 幼稚園児数* 366,000 360,000 ▲1.6％ ▲0.3％ 

75歳以上 

人口 
103,000 103,000 0.0％ 

厚 
 

生 
 

費 

生活保護費 市部人口 9,520 9,520 0.0％ ▲0.6％ 

労働費 人口 480 461 ▲4.0％ 0.7％ 社会福祉費 人口 20,500 21,100 2.9％ ▲0.5％ 

産
業
経
済
費 

農業行政費 農家数 110,000 113,000 2.7％ 11.0％ 保健衛生費 人口 7,900 7,820 ▲1.0％ ▲0.6％ 

林野行政費 

公有以外の

林野の面積
4,780 5,000 4.6％ 1.0％

高齢者保健福祉費

65歳以上

人口 
70,200 70,900 1.0％ 2.0％ 

公有林野の

面積 
15,200 15,200 0.0％ 0.6％

75歳以上

人口 
90,300 90,600 0.3％  

水産行政費 水産業者数 311,000 335,000 7.7％ 20.9％ 清掃費 人口 5,070 5,070 0.0％ ▲27.4％ 

商工行政費 人口 2,080 2,010 ▲3.4％ 0.8％
産
業
経
済
費 

農業行政費 農家数 79,600 81,500 2.4％ 2.1％ 

総 

務 

費 

徴税費 世帯数 6,060 6,020 ▲0.7％ 1.2％ 林野水産行政費
林水産業

従業者
250,000 269,000 7.6％ ▲0.6％ 

恩給費 
恩給受給 

権者数 
1,103,000 1,079,000 ▲2.2％ 0.0％ 商工行政費 人口 1,320 1,280 ▲3.0％ ▲0.7％ 

地域振興費 人口 625 636 1.8％ 1.9％

総 

務 

費 

徴税費 世帯数 4,540 4,530 ▲0.2％ 1.8％ 

地域経済・雇用対策費 人口 1,530 790 ▲48.4％ 0.0％ 戸籍住民基本台

帳費 

戸籍数 1,210 1,190 ▲1.7％ ▲1.0％ 

地域の元気創造事業費 人口 950 950 0.0％ 世帯数 2,020 2,160 6.9％ 0.7％ 

人口減少等特別対策

事業費 
人口 1,700 1,700 0.0％ 

地域振興費 
人口 1,830 1,910 4.4％ ▲0.7％ 

包括算定経費 
人口 11,220 10,390 ▲7.4％ 面積 1,043,000 1,043,000 0.0％ ▲0.6％ 

面積 1,269,000 1,234,000 ▲2.8％ 地域経済・雇用対策費 人口 1,410 740 ▲47.5％  

      地域の元気創造事業費 人口 2,530 2,530 0.0％  

      
人口減少等特別対策

事業費 
人口 3,400 3,400 0.0％  

      
包括算定経費 

人口 20,180 19,080 ▲5.5％  

      面積 2,467,000 2,437,000 ▲1.2％  

 

(注) 網掛けはトップランナー方式が適用された項目の単位費用およびその内訳となる給与費の伸

び。ただし、情報システム運用のクラウド化など、直接給与費に影響のない項目については、

給与費の伸びに網掛けをしていない 

＊ 幼稚園児数は2015年度より幼保連携型認定こども園に在籍する小学校就学前のこどもの数となる 

(資料) 前掲「地方財政」2016年５月号より作成  
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  ◆ 単位費用の増減要因 

    図表10は単位費用の主な増減要因を示したものである。 

    「ト」方式以外では、加算要因として重点課題対応分（道府県分－林野行政費、

包括算定経費。市町村分－消防費・林野水産業行政費・戸籍住民基本台帳費・地域

振興費・包括算定経費）および公共施設老朽化対策（道府県分－道路橋りょう費・

河川費・高等学校費・その他の教育費・包括算定経費。市町村分－道路橋りょう

費・都市計画費・小学校費・中学校費・清掃費・包括算定経費）。消費増税にとも

なう社会保障充実分などがあげられる。 

    また、市町村合併による行政広域化対応として、標準団体の行政規模拡大にとも

なう経費の充実（消防費、その他の教育費、高齢者保健福祉費、清掃費）も加算要

因となっている。 

    このほか、地域振興費では国の当初予算で計上された地方創生推進交付金の自治

体負担分や重点課題対応分について単位費用と補正係数によって充実がはかられて

いる。なお、第４章のケーススタディでみるように地域振興費の需要額が伸びてい

る自治体が多くみられる。 

    一方、「ト」方式以外の減額要因としては、地財計画の地域経済基盤強化・雇用

等対策費の削減にともない、個別項目の単位費用に包括算入されていた活性化推進

事業費の削減がある。なお、一部は同事業費が廃止された項目もあるが、引き続き

存置されたものについて一律に減額されたかどうかは不明である。 
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図表10 項目別単位費用の主な増減理由 

 
 主 な 増 減 理 由 

警察費（警察職員数） 
標準団体警察官数の増員、標準団体警察事務職員数の減員、各種手数料の見直し

（減） 

道路橋りょう費（道路の

面積） 

トップランナー方式の導入（道路維持補修・清掃等の経費を３年間で段階的に経費

見直し）、公共施設の老朽化対策として維持補修費を拡充 

河川費（河川の延長） 公共施設の老朽化対策として維持補修費を拡充 

その他の土木費 トップランナー方式の導入（公園管理の経費を給与費等から委託料に振り替え） 

小・中学校費 活性化推進事業費の存置、標準団体一般教員・事務職員の減員 

高等学校費（教職員数） 活性化推進事業費の存置、補修指導員派遣事業経費算入 

高等学校費（生徒数） 

トップランナー方式の導入（学校用務員事務経費を給与費等から委託料に振り替

え、５年間で段階的に経費見直し）、公共施設の老朽化対策として維持補修費を拡

充、活性化推進事業費の存置 

特別支援学校費（教職員

数） 

トップランナー方式の導入（学校用務員事務経費を給与費等から委託料に振り替

え、５年間で段階的に見直し） 

特別支援学校費(学級数) 活性化推進事業費の存置 

その他の教育費（人口）

トップランナー方式の導入（社会体育施設管理経費を給与費等から委託料に振り替

え）、公共施設の老朽化対策として維持補修費を拡充、子ども・子育て支援費引き

続き算入、子供のための教育・保育負担金の充実等について、消費税および地方消

費税増税による社会保障充実分（以下「社会保障充実分」と呼ぶ）を反映 

生活保護費 扶助単価等の改定、標準団体職員数の減員、社会保障充実分（医療扶助等）を反映 

社会福祉費 活性化推進事業費の存置、標準団体職員数の増員、社会保障充実分反映 

衛生費 活性化推進事業費の存置、標準団体職員数の減員、社会保障充実分反映 

高齢者保健福祉費（65歳

以上人口） 

活性化推進事業費の存置、若年性認知症コーディネーター設置事業等の経費新規算

入、介護職員に対する育児支援事業の経費新規算入、社会保障充実分反映 

労働費 活性化推進事業費の存置 

農業行政費 標準団体規模の見直し、活性化推進事業費の存置 

林野行政費（公有以外の

林野の面積） 

重点課題対応分（森林吸収源対策等推進経費）の新規算入、活性化推進事業費の存

置 

水産行政費（水産業者数

および漁業協同組合数）
活性化推進事業費の存置 

商工行政費 活性化推進事業費の存置 

地域振興費 地方創生の取組に要する経費の新規算入、活性化推進事業費の存置 

包括算定経費（人口） 

トップランナー方式の導入（庶務業務経費の集約化による減額および庁舎管理に要

する経費の給与費等から委託料への振り替え、後者については３年間で見直し）、

重点課題対応分（自治体情報システム構造改革推進事業）の新規算入、公共施設の

老朽化対策として維持補修費を拡充、地財計画にもとづく定員合理化等による職員

減員、第４次一括法にもとづく事務・権限移譲にかかる一般財源所要額の計上と市

町村への事務・権限移譲分を移行（継続） 

消防費 

重点課題対応分（自治体情報システム構造改革推進事業）の新規算入、活性化推進

事業費の存置、標準団体の行政規模（面積）の見直しにともなう関連経費の拡充

（2015年度より３年間で反映） 

道路橋りょう費（道路の

面積） 

トップランナー方式の導入（道路維持補修・清掃等の経費を３年間で段階的に経費

見直し）、公共施設の老朽化対策として維持補修費を拡充 

都市計画費（人口） 公共施設の老朽化対策として維持補修費を拡充 

公園費（人口） トップランナー方式の導入（公園管理の経費を給与費等から委託料に振り替え） 

小学校費（児童数） トップランナー方式の導入（学校給食経費を給与費等から委託料に振り替え） 
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 主 な 増 減 理 由 

小学校費（学級数） 公共施設の老朽化対策として維持補修費を拡充、活性化推進事業費の存置 

小学校費（学校数） 
トップランナー方式の導入（学校用務員事務経費を給与費等から委託料に振り替
え、５年間で段階的に経費見直し）、活性化推進事業費の存置 

中学校費（生徒数） トップランナー方式の導入（学校給食経費を給与費等から委託料に振り替え） 

中学校費（学級数） 公共施設の老朽化対策として維持補修費を拡充、活性化推進事業費の存置 

中学校費（学校数） 
トップランナー方式の導入（学校用務員事務経費を給与費等から委託料に振り替
え、５年間で段階的に経費見直し）、活性化推進事業費の存置 

高等学校費（教職員数） 活性化推進事業費の存置 

高等学校費（生徒数） 
トップランナー方式の導入（学校用務員事務経費を給与費等から委託料に振り替
え、５年間で段階的に経費見直し）、活性化推進事業費の存置 

その他の教育費（人口）

トップランナー方式の導入（社会体育施設管理経費を給与費等から委託料に振り替
え）、公共施設の老朽化対策として維持補修費を拡充、子ども・子育て支援費引き
続き算入、社会保障充実分を反映、標準団体の面積拡大にともなう公民館数の見直
し（2016年度より３年間で段階的に反映） 

生活保護費 社会保障充実分を反映、扶助単価等の改定 

社会福祉費 社会保障充実分を反映、活性化推進事業費の存置 

保健衛生費 
標準団体の面積拡大にともなう母子検診等の経費拡充、活性化推進事業費の存置、
消費増税にともなう国民健康保険料軽減制度拡充 

高齢者保健福祉費（65歳
以上人口） 

トップランナー方式の導入（介護保険システム保守管理等経費を包括算定経費に移
行）、標準団体の行政規模（要支援・要介護者数）の拡充、標準団体の面積の拡充
にともなう職員数の拡充（2016年度より３年間で反映）、社会保障充実分の反映、
活性化推進事業費の存置 

清掃費 

トップランナー方式の導入（一般ごみ収集経費の給与費から委託料への振り替
え）、公共施設の老朽化対策として維持補修費を拡充、標準団体の行政規模見直し
（拡大）、標準団体の面積見直しにともなうゴミ収集・運搬に要する経費増につい
て委託費の増加（2015年度より３年間で反映） 

農業行政費 農業委員会費の見直し、活性化推進事業費の存置 

林野水産業行政費 
重点課題対応分（森林吸収源対策等推進経費）の新規算入、活性化推進事業費の存
置 

商工行政費 活性化推進事業費の存置 

徴税費 
トップランナー方式の導入（システムのクラウド化を前提とする委託料への振り替
え、2016年度より３年間で段階的に見直し）、使用料および手数料の見直し 

戸籍住民基本台帳費（戸
籍数） 

トップランナー方式の導入（システムのクラウド化を前提とする委託料への振り替
え、2016年度より３年間で段階的に見直し） 

戸籍住民基本台帳費（世
帯数） 

トップランナー方式の導入（システムのクラウド化を前提とする委託料への振り替
え、2016年度より３年間で段階的に見直し）、重点課題対応分（自治体情報システ
ム構造改革推進事業）の新規算入 

地域振興費（人口） 
地方創生の取組に要する経費の新規算入、重点課題対応分（高齢者生活支援等の地
域の暮らしを支える仕組みづくり事業）の新規算入、活性化推進事業費の存置 

地域振興費（面積） 標準団体の行政規模の見直し（拡大） 

包括算定経費（人口） 

トップランナー方式の導入（庶務業務経費の集約化、庁舎管理および情報システム
運用のクラウド化に要する経費の給与費等から委託料への振り替え、前者について
は５年間、庁舎管理・情報システム運用については３年間で見直し）、重点課題対
応分（自治体情報システム構造改革推進事業）の新規算入、公共施設の老朽化対策
として維持補修費を拡充、地財計画にもとづく定員合理化等による職員減員、第４
次一括法にもとづく事務・権限移譲にかかる一般財源所要額の計上と市町村への事
務・権限移譲分を移行（継続） 

(注) ゴチックは新規の算定および充実分 

(資料) 同上2016年５月号より作成  
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  ◆ 重点課題対応分の算入 

    先述のように歳出特別枠等の削減の事実上の代替措置として計上された重点課題

対応分は、関連項目の単位費用に算入されている。 

    図表11は重点課題対応分対象項目の単位費用について、重点課題対応分相当額の

単位費用を試算したものである。 

    重点課題対応分自体は加算要素であるが、道府県分の包括算定経費、市町村分の

消防費および包括算定経費については、2016年度の単位費用が前年度を下回ってお

り、他の事業に見直しとあいまって加算効果が相殺されている。 

    地域経済・雇用対策費の削減状況と比較して、必ずしも見合いの需要額の増額が

はかられているとはいえず、地財計画ベースでの経費の計上と交付税算定結果には

かい離がみられる。 

 

図表11 重点課題対応分の単位費用における状況 

（単位：円） 

 重点課題対応分対象項目 2015 2016 
うち重点課題

対応分 
追加経費の内容 

道 

府 

県 

分 

林野行政費（公有地以外
の林野の面積） 

4,780 5,000 63
林地台帳の整備 

包括算定経費（人口） 11,225 10,390 311

自治体クラウドの推進関係
経費、情報セキュリティ構
造改革関係経費、ＩＣＴの
利用による住民サービスの
向上関係経費、マイナン
バー制度関係経費、地方公
会計システムの整備・運用 

市 
 

町 
 

村 
 

分 
消防費（人口） 11,300 11,300 164 消防救急無線保守修繕費 

林野水産行政費（林業及
び水産業の従事者数） 

250,000 269,000 24
林地台帳の整備 

戸籍住民基本台帳費（世
帯数） 

2,020 2,160 195
住民基本台帳ネットワーク
システム運用等委託料の充
実 

地域振興費（人口） 1,830 1,910 70
高齢者の生活支援等の地域
の暮らしを支える仕組みづ
くりの推進 

包括算定経費（人口） 20,180 19,080 870

自治体クラウドの推進関係
経費、情報セキュリティ構
造改革関係経費、ＩＣＴの
利用による住民サービスの
向上関係経費、マイナン
バー制度関係経費、地方公
会計システムの整備・運用 

(資料) 地方財務協会「地方交付税制度解説（単位費用編）」2015、2016年度版より作成 
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  ◆ 給与費の算定基礎 

    最後に給与費の算定基礎についてみておこう。 

    単位費用に含まれる給与費は、毎年度の給与の統一単価などにもとづき積算され

る。 

    一般職員の場合、部長、課長、職員Ａ（単価が高いベテラン職員）、職員Ｂ（単

価が低い若手職員）の４つの職位で単価が設定され、標準団体における需要項目ご

との職員配置によって給与費が積算される。 

    図表12は一般職員の給与の統一単価の前年度増減額である。 

    本俸などの職員給部分は増額される一方、職員構成の若返りを反映して退職手当

や市町村分の共済組合負担金が減額となっており、合計でみると市町村分について

は前年度比マイナスとなる。給与単価ベースでみると道府県分では50～90千円の増

額となるのに対し、市町村では30～70千円の減額となる。 

 

図表12 2016年度 給与単価の内訳（対前年増減額） 

(単位 円) (単位 千円) 

  本 俸 
扶 養

手 当

管理職 

手 当 

又 は 

時間外 

手 当 

管理職 

特 別 

勤 務 

手 当 

期 末

勤 勉

手 当

退 職

手 当

基 金

負担金

共 済

組 合

負担金

通 勤

手 当

住 居 

手 当 
合 計 

給 与 

単 価 

道
府
県
分 

部長職 13,200 0 0 0 68,890 -63,230 90 71,480 220 -1,240 89,410 90 

課長職 9,600 0 0 0 48,330 -56,950 70 59,460 220 -1,240 59,490 60 

職員Ａ 19,200 0 1,340 0 48,000 -48,420 80 56,460 220 -1,240 75,640 70 

職員Ｂ 16,800 0 1,170 0 28,410 -30,650 50 36,990 220 -1,240 51,750 50 

市
町
村
分 

部長職 -3,600 0 0 0 44,700 -80,010 60 -31,430 340 -860 -70,800 -70 

課長職 -2,400 0 0 0 39,490 -72,870 50 -28,720 340 -860 -64,970 -70 

職員Ａ 4,800 0 340 0 34,920 -65,330 50 -24,730 340 -860 -50,470 -50 

職員Ｂ 8,400 0 590 0 25,130 -41,150 40 -14,160 340 -860 -21,670 -30 

(資料) 前掲「地方財政」2015、2016年度より作成 

 

 

(２) 測定単位 

   先述のとおり、測定単位では人口が2015年国調人口速報値に置き換えられたことが、

交付税算定の大きな見直しであるが、このほかの変動要素としては毎年度の学校基本

調査にもとづく教育関連の数値、2015年農林業センサスへの置き換えによる農林水産

業関連の数値見直しがあげられる。  
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   図表13－１は道府県分、市町村分に関連する測定単位の前年度比の状況である。 

   人口はマイナス0.7％と減少に転じており、このほかの市部町村部人口なども同様

の傾向である。なお、高齢者人口、世帯数などについては2017年度の算定で2015年国

調数値に置き換えられるため、引き続き測定単位の見直しの影響が予想される。 

 

図表13－１ 測定単位（公債費除く・種別補正後）の状況（合計） 
   

道府県分 市町村分  
単位 2015 2016 増減 2015 2016 増減 

人口 人 128,057,352 127,124,858 ▲0.7％ 同左 

65歳以上人口 人 29,245,685 29,245,685 0.0％ 同左 

75歳以上人口 人 14,072,210 14,072,210 0.0％ 同左 

市部人口 人 116,549,104 116,156,128 ▲0.3％ 

町村部人口 人 11,508,248 11,026,691 ▲4.2％  

計画区域人口 人 119,856,061 119,915,963 0.0％ 

警察職員数 人 251,600 252,594 0.4％  

道路 

面積  km2 1,499,433 1,507,260 0.5％ 5,477,624 5,382,803 ▲1.7％ 

延長 km 176,033 176,411 0.2％ 1,015,138 1,017,167 0.2％ 

河川の延長 km 221,988 222,071 0.0％  

港湾 
係留 ｍ 1,100,685 1,104,958 0.4％ 513,448 513,997 0.1％ 

外郭 ｍ 4,258,583 4,260,615 0.0％ 2,205,692 2,210,809 0.2％ 

漁港 
係留 ｍ 857,088 857,014 ▲0.0％ 825,716 826,169 0.1％ 

外郭 ｍ 2,655,740 2,653,373 ▲0.1％ 2,204,605 2,212,299 0.3％ 

小学校 

教職員数 人 414,079 412,996 ▲0.3％  

児童数 人 6,425,428 6,374,139 ▲0.8％ 

学級数 学級 257,205 256,662 ▲0.2％ 

学校数 箇所 20,031.00 19,765.00 ▲1.3％ 

中学校 

教職員数 人 239,698 238,511 ▲0.5％  

生徒数 人 3,174,958 3,123,050 ▲1.6％ 

学級数 学級 109,308 108,426 ▲0.8％ 

学校数 箇所 9,495 9,425 ▲0.7％ 

高等学校 
教職員数 人 189,931 189,028 ▲0.5％ 12,089.4 12,035.4 ▲0.4％ 

生徒数 人 2,133,550 2,121,348 ▲0.6％ 187,698 185,884 ▲1.0％ 

特別支援学校 
教職員数 人 88,363 89,445 1.2％  

学級数 学級 29,642 30,641 3.4％  

公立大学等学生数 人 597,419 596,596 ▲0.1％  

私立学校等生徒数 人 1,955,991 1,919,184 ▲1.9％  

幼稚園等の子ども数 
（幼稚園児数） 

人 249,271 236,707 ▲5.0％ 

農家数 戸 2,537,421 2,177,787 ▲14.2％ 同左 

水産業者 人 117,925 99,657 ▲15.5％  

林業水産業従業者 人 245,438 245,438 0.0％ 

公有地以外の林野の面積 ha 15,295,246 15,268,944 ▲0.2％  

公有林野の面積 ha 1,684,558 1,662,716 ▲1.3％  

世帯数 世帯 51,950,504 51,950,504 0.0％ 同左 

戸籍数 戸籍 52,363,372 52,443,877 0.2％ 

恩給受給権者数 人 11,942 10,350 ▲13.3％  

面積  km2 313,892.24 309,769.83 ▲1.3％ 58,463.21 58,482.71 0.0％ 

都市公園面積  km2 934,465 945,156 1.1％ 

(資料) 前掲「計数資料」より作成  
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   毎年度改定される教育関連については児童・生徒数、教職員数なども少子化を反映

して減少しており、道府県分に比べ算定項目が多い市町村分の影響が大きい。 

   農家数、水産業者についてはセンサスの改定により大幅な減少となっており、とり

わけ町村の多い地方圏への影響が大きい。 

   図表13－２は市町村分の測定単位を規模別にみたものである。大都市（政令市）の

人口は引き続き増加しているが、その他の都市規模では減少している。とりわけ町村

ではマイナス4.2％となっており、需要額への大きなマイナス要因となっている。た

だし、後述するように段階補正や人口急減補正などが適用される項目が多いことから、

影響は一定程度緩和されていると推察されるが、それでも2016年度算定における減少

要因としては大きなものである。 

   そのほか、教育関連の数値も町村の減少率は大きい。少子化にともなう学校の統廃

合などにより一連の需要が縮小している実態を反映した結果である。 

   また、農家数については規模にかかわらず二桁の減少となっており、これについて

も第一次産業の衰退を反映したものとなっており、全体として町村部の需要額算定は

削減要素が多くなっている。 
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図表13－２ 規模別測定単位（公債費除く・種別補正後）の状況（総計） 

 
   大都市 中核市・施行時特例市 都 市 町 村 

  単位 2015 2016 増減率 2015 2016 増減率 2015 2016 増減率 2015 2016 増減率

人口 人 36,098,052 36,777,419 1.9％ 28,278,540 28,160,105 -0.4％ 52,172,512 51,160,643 -1.9％ 11,508,248 11,026,691 -4.2％

65歳以上人口 人 7,422,219 7,422,219 6,213,093 6,213,093 12,506,257 12,506,257 3,104,116 3,104,116

75歳以上人口 人 3,411,159 3,411,159 2,867,553 2,867,553 6,147,058 6,147,058 1,646,440 1,646,440

市部人口 人 36,098,052 36,777,419 1.9％ 28,278,540 28,218,066 -0.2％ 52,172,512 51,160,643 -1.9％

計画区域人口 人 35,964,448 35,964,448 27,734,532 27,734,532 47,861,498 47,903,145 8,295,583 8,313,838

道路 
面積  km2 797,233 798,463 0.2％ 943,888 827,440 -12.3％ 2,600,213 2,615,189 0.6％ 1,136,290 1,141,711 0.5％

延長 km 100,486 100,697 0.2％ 148,177 148,509 0.2％ 531,100 532,091 0.2％ 235,375 235,870 0.2％

港湾 
係留 ｍ 262,917 262,864 0.0％ 58,731 59,058 0.6％ 141,424 141,640 0.2％ 50,376 50,435 0.1％

外郭 ｍ 504,159 504,290 0.0％ 347,037 348,285 0.4％ 981,213 980,377 -0.1％ 373,283 377,857 1.2％

漁港 
係留 ｍ 22,604 22,596 0.0％ 81,607 82,065 0.6％ 505,208 505,123 0.0％ 216,297 216,385 0.0％

外郭 ｍ 58,140 58,439 0.5％ 192,444 191,470 -0.5％ 1,308,565 1,318,150 0.7％ 645,456 644,240 -0.2％

小学校費 

児童数 人 1,701,620 1,702,550 0.1％ 1,481,737 1,469,807 -0.8％ 2,673,836 2,641,984 -1.2％ 568,235 559,798 -1.5％

学級数 学級 60,848 60,908 0.1％ 55,594 55,681 0.2％ 112,137 111,637 -0.4％ 28,626 28,436 -0.7％

学校数 箇所 3,790.00 3,780.00 -0.3％ 3,644 3,620 -0.7％ 9,425.00 9,279.00 -1.5％ 3,172.00 3,086.00 -2.7％

中学校費 

生徒数 人 774,519 765,930 -1.1％ 733,895 722,773 -1.5％ 1,365,082 1,340,092 -1.8％ 301,462 294,255 -2.4％

学級数 学級 24,818 24,621 -0.8％ 24,114 23,944 -0.7％ 48,000 47,651 -0.7％ 12,376 12,210 -1.3％

学校数 箇所 1,764 1,762 -0.1％ 1,760 1,756 -0.2％ 4,373 4,348 -0.6％ 1,598 1,559 -2.4％

高 等 

学校費 

教職員数 人 7,534.2 7,510.4 -0.3％ 2,911 2,885 -0.9％ 1,321.0 1,308.8 -0.9％ 322.8 331.2 2.6％

生徒数 人 117,749 116,851 -0.8％ 46,089 45,521 -1.2％ 19,420 19,188 -1.2％ 4,440 4,324 -2.6％

幼稚園等の子ども数 

（幼稚園児数） 
人 37,306 35,665 -4.4％ 45,914 42,615 -7.2％ 126,307 120,634 -4.5％ 39,744 37,793 -4.9％

農家数 戸 105,747 91,094 -13.9％ 330,762 282,109 -14.7％ 1,488,322 1,276,633 -14.2％ 612,590 527,951 -13.8％

林業水産業従業者 人 7,894 7,894 26,475 26,475 127,383 127,383 83,686 83,686

世帯数 世帯 16,532,286 16,532,286 11,405,643 11,405,643 19,875,069 19,875,069 4,137,506 4,137,506

戸籍数  13,854,801 13,925,429 0.5％ 10,634,851 10,678,203 0.4％ 22,132,764 22,127,426 0.0％ 5,740,956 5,712,819 -0.5％

面積（地域振興費）  km2 3,627.49 3,618.62 -0.2％ 6,560 6,563 0.0％ 28,989.76 29,017.57 0.1％ 19,285.90 19,283.26 0.0％

面積（包括算定経費)  km2 5,748.39 5,737.02 -0.2％ 12,379 12,367 -0.1％ 64,717.76 64,702.79 0.0％ 49,931.85 49,931.20 0.0％

都市公園面積  km2 192,190 193,850 0.9％ 201,485 202,846 0.7％ 436,029 442,458 1.5％ 104,761 106,002 1.2％

(資料) 前掲「計数資料」より作成 
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(３) 補正係数 

   最後に補正係数の状況についてみておこう。 

  ◆ 補正率の状況 

    図表14は市町村分についての補正率の動向である。ここでいう補正率とは、補正

前および補正後の測定単位を、単位費用にそれぞれ乗じて算出した需要額の積算額

を比較したもので、補正前と補正後の需要額を比較して割り増しの程度をみるもの

である。 

    2016年度の状況をみると市（大都市、中核市、施行時特例市、都市を含む）の補

正率は1.20と前年度並みであり、底を打った2013、2014年度の1.80から若干戻して

横ばいとなっている。 

    一方、町村については1.61と２年連続で上昇しており、「ト」方式の導入にとも

なう段階補正、国調人口置き換えにともなう数値急減補正の充実などが寄与してい

るものと推察される。 

 

図表14 市、町村別の補正率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 前掲「計数資料」より作成 
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    図表15は市町村分の補正係数のうち加算項目について需要額の割増額を示したも

のである。 

    いわゆる実績ベースの公債費算入である事業費補正は年々減少傾向にあるが、人

口等の密度の多寡に応じた密度補正が加算額としては大きな効果をもたらしており、

2015年、2016年と横ばいで推移している。 

    その他の補正は加算額が少ないものの、数値急減補正が2016年度急増している点

が注目される。これは先述の国調人口の置き換えにともなう激変緩和措置が寄与し

ているとみられる。 

 

図表15 補正係数（加算項目のみ）による需要加算額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成 
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  ◆ 段階補正の状況 

    段階補正は加算項目ではなく累乗項目であることから、統計資料では需要額の割

増額を知ることはできない。そこで段階補正の上限値の設定状況でおおむねの傾向

をみてみよう。 

    図表16は市町村分の段階補正の上限値を項目別に経年でみたものである。 

    上限値が前年度から引き上げられたのは５項目で、例年に比べてとくに増えたわ

けではない。 

    このうち、その他の教育費、徴税費、戸籍住民基本台帳費、包括算定経費は、

「ト」方式の適用項目で段階補正の充実がはかられるものであるが、上限値の限り

では徴税費の引き上げにとどまっている。 

 

図表16 段階補正の上限値 

 
 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 

消防費（人口） 2.035 1.980 2.065 2.105 2.100 2.095 2.110 

その他の土木費（人口） 1.740 1.680 1.650 1.630 1.845 1.925 1.935 

その他の教育費（人口） 2.180 2.155 2.160 2.150 2.250 2.210 2.205 

社会福祉費（人口） 1.540 1.570 1.565 1.540 1.540 1.350 1.330 

保健衛生費（人口） 2.995 3.180 3.115 2.990 2.960 2.865 2.875 

高齢者保健福祉費（65歳以上人口) 1.769 1.778 1.796 1.758 1.744 1.734 1.702 

農業行政費（農家数） 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 2.383 

商工行政費（人口） 2.415 2.420 2.427 2.420 2.645 2.660 2.740 

徴税費（人口） 2.780 2.970 3.180 3.280 3.500 3.540 3.600 

戸籍住民基本台帳費（戸籍数） 1.405 1.418 1.470 1.490 1.519 1.591 1.578 

戸籍住民基本台帳費（世帯数） 2.140 2.510 2.260 2.380 2.440 2.420 2.380 

地方再生対策費（人口） 15.000 15.000    

地域の元気創造費（人口）  15.000 15.000 15.000 

人口減少等特別対策事業費   15.000 15.000 

包括算定経費（人口） 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 15.000 

＊ このほか生活保護費、地域振興費（人口）は上限なし 

(資料) 市町村の普通交付税算出資料より作成（かっこ内は測定単位 網掛けは前年度比増となっ

たもの） 
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  ◆ 「ト」方式の適用項目における段階補正の状況 

    先述のように「ト」方式の対象項目は、単位費用の見直しを通じて一律に影響が

出ることから、民間委託等が進んでいない町村などについては段階補正の充実によ

り影響を緩和するとしている。 

    図表17－１～５は、市町村分の「ト」方式の対象項目のうち段階補正が適用され

ている５つの項目（その他の教育費、徴税費、戸籍住民基本台帳費（戸籍数・世帯

数）、包括算定経費）について、測定単位段階別の補正係数を試算したものである。 

    標準団体の人口（10万人）、戸籍数（41,000籍）、世帯数（41,000世帯）の係数

を１として、各自治体の測定単位が小さくなるにしたがって、係数が大きくなって

いる。 

    2015年度と今年度を比較すると、戸籍住民基本台帳費（戸籍数）を除いて係数が

引き上げられている。ただし、ほぼ全段階において引き上げられているのは徴税費

および包括算定経費（人口）で、その他については人口１万人未満など、一定数以

下において前年度を下回っている。 

    少なくとも試算結果でみる限り、段階補正の拡充がすべての項目のすべての測定

単位の段階で効果をもたらしているとは限らないことが確認できる。 

    ただし、各項目で同時に算定される密度補正について同様の分析を行ってみたと

ころ、戸籍住民基本台帳費（戸籍数）を除いて、これらの小規模団体において係数

が引き上げられており、段階補正以外の補正により補完されている可能性が推察さ

れる。 

    しかし、複数の補正係数により「ト」方式の影響が緩和されているとするならば、

段階補正で緩和するという国の説明は不十分である。 
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図表17－１ 段階補正係数の比較（その他の教育費・人口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 前掲「算出資料」より作成 

 

図表17－２ 段階補正係数の比較（徴税費・世帯数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成  
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図表17－３ 段階補正係数の比較（戸籍住民基本台帳費・戸籍数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成 

 

図表17－４ 段階補正係数の比較（戸籍住民基本台帳費・世帯数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成  



 

－ 33 － 

●－自治総研通巻459号 2017年１月号－● 

図表17－５ 段階補正係数の比較（包括算定経費・人口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成 

 

  ◆ 地域振興費の補正充実 

    地域振興費（人口）では、2016年度より市町村合併にともなう行政経費および当

初予算で計上された地方創生推進交付金の地方負担分、消費者行政推進費について

補正係数の充実や新設がはかられた。 

    市町村合併関連では普通態容補正Ⅲの充実、地方創生推進交付金については単位

費用を加算するとともに段階補正を新設した。また、従来から算定されている消費

者行政推進費についても段階補正を新設した。 

    これらにより、地域振興費の最終補正係数は大幅に引き上げられ、結果的に地域

経済・雇用対策費の削減の影響を一定程度緩和する役割を果たしている。 

 

 

 4. 実証 ― 長野県内市町村の例 
 

 以上のようなさまざまな算定の見直しのなかで、2016年度の算定が実際にどのような結

果となったのか。多様な自治体規模を有する長野県を例に需要額算定の結果を検証してみ
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よう。 

 

(１) 需要額の構成 

   図表18は需要額の項目を主要項目別にまとめた構成比である。 

   土木費については都市計画費の有無、下水道費などの差、厚生費では事務権限や人

口構成などの違いによる生活保護費、社会福祉費、高齢者保健福祉費などの差が構成

比に表れている。 

   市部と町村部で大きな差がみられるのは歳出特別枠等で、市町村で最も高い割合を

占めているのが平谷村28.3％、次いで売木村21.8％、王滝村20.6％となっている。い

ずれも人口1,000人未満であり、人口を測定単位として高い段階補正係数がかかった

結果とみられる。とりわけ地域経済・雇用対策費は補正の上限がなく係数の算定結果

が直接反映されるため需要額の割合が高くなっている。 

   包括算定経費についても町村部は比較的高い割合を占めており、これについても段

階補正による効果とみられる。 

   以上の需要額の構成を踏まえると歳出特別枠等や包括算定経費の削減や人口の変動

が町村部で大きな影響をもたらすことが想定される。 
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図表18 長野県市町村の2016年度需要額算定結果（主要項目別構成比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 総務省ホームページ「基準財政需要額及び基準財政収入額の内訳」より作成 
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(２) 需要額の変動状況 

   次に前年度からの伸び率を市町村別にみてみよう。 

   図表19は臨財債控除前の需要額の前年度比増減率である。 

   伸び率がマイナスとなったのは77団体中59団体（77％）と、多くの自治体で需要額

が減少している。とくに町村部の減少率は比較的高く、減少率が高かったのは先ほど

の３村である。 

 

図表19 需要額増減率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成  
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  ◆ 平谷村の例 

    このうち最も減少率の高い平谷村の主要項目別増減額をみたものが図表20－１で

ある。 

 

図表20－１ 主要項目別増減額（平谷村） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成 

 

    歳出特別枠等の減少額が7,100万円と最も大きく、主に地域経済・雇用対策費の

削減によるものである。ただし、その他の地域の元気創造事業費や人口減少等特別

対策事業費についても減少しており、国調人口の置き換えの影響によるものと推察

される。 

    なお、売木村や王滝村についても同様の傾向であり、人口1,000～2,000人以下の

自治体で歳出特別枠等の削減の影響が大きく表れている。 

    増加項目については限定的で、総務費が2,100万円の増、産業経済費がわずかに

510万円にとどまる。総務費では内訳となる地域振興費の増加が主なものであり、

地方創生関連や重点課題対応分の新規算入がある程度寄与しているものと推察され

る。  
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  ◆ 岡谷市の例 

    次に前年度比減となった市部のうち岡谷市についてみたものが図表20－２である。 

 

図表20－２ 主要項目別増減額（岡谷市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成 

 

    町村部と同様に歳出特別枠等の影響は5,400万円減と小さくないが、減少額の最

も大きいのは包括算定経費の9,100万円減で、次いで土木費が7,500万円減となって

いる。 

    包括算定経費（人口）については人口約５万人の岡谷市では段階補正係数が小さ

く、単位費用の削減や測定単位の人口減が減少幅を大きくしているものと推察され

る。 

    土木費については道路橋りょう費（道路の延長）やその他の土木費が要因である

が、具体的な内容については不明である。 

    増加要因については厚生費と総務費で社会保障関係や地域振興関係の需要が伸び

たことによるものであり、平谷村同様に地域振興費の寄与度が大きい。 
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  ◆ 長野市の例 

    一方、前年度比微増となった長野市についてみたものが図表20－３である。 

 

図表20－３ 主要項目別増減額（長野市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(資料) 同上より作成 

 

    減少要因では包括算定経費が３億3,000万円と最も大きく、次いで教育費の２億

7,000万円である。歳出特別枠等については比較的減少額が少ない。 

    増加要因では公債費が４億2,000万円と最も大きく、次いで総務費の４億1,000万

円、厚生費の２億6,000万円と続く。このほかでは消防費、産業経済費が微増であ

る。 

    以上の結果から市部では社会保障経費の増加や地方創生関連経費の加算による厚

生費や総務費の増加、町村部についても総務費の増加がみられるが、教育費、歳出

特別枠等、包括算定経費などの減少がこれらの増加要因を上回る状況がみられる。 

    その点では歳出特別枠等の削減を代替する重点課題対応分の算入効果は、算定結

果には明確な形で確認されない。また、総務費に含まれる地域振興費では、地方創

生関連の需要額算入が大きく寄与しており、国の政策経費の算入に依存する構造が



 

－ 40 － 

●－自治総研通巻459号 2017年１月号－● 

解消されていない。 

    全体としてみると需要額の増加項目の裾野が狭く、特定の経費に依存する状況に

あるとみることができる。 

 

 

 結び ― 交付税算定の展望 
 

 2016年度の交付税算定は、2015年国調人口の置き換えにより人口減少局面に入る節目と

なった。 

 これまでも、一般市や町村の測定単位は減少傾向にあったが、さらに中核市、施行時特

例市のレベルでも人口が減少に転じた。交付税総額が抑制基調にあり、単位費用の４～５

割が前年度比減となっている状況では、人口を含む自治体ごとの測定単位の動向が交付税

配分に影響する程度が強まっていくことが予想される。 

 都市規模別の測定単位の伸び率でみたとおり、各種測定単位は大都市とその他中核市以

下の自治体間で人口の増減が分かれ、中核市以下の自治体では町村部の減少率が高くなっ

ている。 

 2017年度の交付税算定では国調人口の確定値に置き換えられ、さらに高齢者人口（65歳

以上、75歳以上）、世帯数、林野水産業従業者数についても測定単位の見直しが予定され

ている。毎年度改定される教育関連の数値とあいまって、自治体間の交付税算定への影響

が大きい年度となるだろう。とりわけ、町村部では、数値急減補正などの補正係数による

影響の緩和状況とあわせてみる必要がある。 

 歳出特別枠等については町村部を中心に需要額への寄与度が大きいことが明らかとなっ

た。とりわけ段階補正係数の上限値をもたない地域経済・雇用対策費はこれまで小規模自

治体への強力な傾斜配分の機能を果たしてきたが、その効果が大きい分だけ縮小局面では

需要額の激変の要因ともなっている。長野県の例では補正係数が急上昇する人口1,000～

2,000人以下の自治体での影響が大きいことが明らかとなった。 

 町村部では測定単位の減少とあいまって需要項目の増加要因が限られており、近年、歳

出特別枠等の算定が大きく寄与してきた。さらに人口減少等特別対策事業費や地域の元気

創造事業費の算入により、各種成果指標が加わることで町村以外の市部需要においても増

加要因となっている。 

 しかし、地域経済・雇用対策費の削減による需要額の変動結果をみると不安定性が露呈
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しており、交付税算定の予見可能性という観点からみて特別枠等の見直しは不可欠である。 

 2016年度現在で歳出特別枠等の金額は1.2兆円であり、国の地方創生政策のもとで少な

くとも2020年度までは一定枠が維持されると想定されるが、あくまで臨時的な性格のもの

であることから、その廃止を見据えて需要額をいかにして通常の算定へとソフトランディ

ングさせていくかが中期的な課題である。 

 2016年度は重点課題対応分や公共施設の老朽化対策として既存の項目の単位費用の充実

がはかられた。必ずしも単位費用の引き上げに結びついておらず問題点も多いが、歳出特

別枠等の削減に対する代替的な需要算定の方向としては評価できる。 

 なお、2017年度の地財計画では地域経済・雇用対策費のマクロの枠となる地域経済基盤

強化・雇用等対策費が4,450億円から1,950億円に削減されることから、小規模団体を中心

に需要額の影響が懸念される。当面はこうした影響をできる限り緩和する算定の見直しが

求められる。 

 本文でも触れたように、現在の交付税算定は道府県、市町村にかかわらず需要額算定の

裾野が狭く、もっぱら社会保障関係経費、総務費、公債費が増加要因となっており、福祉

事務が限定される町村では算定項目がさらに限定される。しかも、人口関連の算定項目が

多い構造においては、その急減は需要額を急減させてしまう。 

 それが交付税算定における客観的結果であると結論づけることもできるが、コミュニ

ティ対策、公共交通の確保、環境保全、社会保障単独事業など、すでに交付税算定の対象

ではありながら、さらなる充実をはかるべき要素や自治体の共通課題として掘り起こす財

政需要は潜在しているはずである。 

 行革や地域活性化などの合理化や特定の政策を算定する財政需要ではなく、人口減少局

面において、豊かで安心できる地域の暮らしを実現する「合理的、かつ、妥当な水準」の

財政需要を再設定する時期にきている。 

（とびた ひろし 公益財団法人地方自治総合研究所研究員） 

 

 

キーワード：普通交付税／トップランナー方式／人口急減補正／ 

      重点課題対応分／歳出特別枠等／人口減少等特別対策事業費 
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